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In the event of a dispute regarding a contract concluded by an anonymous trading system, the disadvantaged 
or damaged party loses the opportunity to receive legal remedies, due to anonymity. At present, this disadvantage 
or damage is neglected. This paper points out that is the problem. 
This paper insisted that the responsibility of the provider for disclosure of the party should be recognized, and 
that the anonymous system provider who refuses to disclose the party information due to the anonymous contract, 
should be liable for performance on behalf of the anonymous party. The insistence of this paper is based on the 
presumption of the party's intention that "the party cannot wish to conclude a contract without the claim for the 
performance".  
This paper further states that consent to an anonymous system contract does not constitute a manifestation of 
intention to renounce the possibility of a private law solution, and that it is not allowed to exclude the party from 









































1  最判平成 24(2012)年 3 月 23日判時 2147 号 61頁までの判例に関する、筆者による整理として、拙稿「ネット上の名
誉侵害による不法行為」群馬大学社会情報学部研究論集 21巻 113 頁（2014 年）参照。 
2  最判平成 22(2010）年 4月 8日判タ 1323 号 118頁および最判平成 22(2010)年 4 月 13日裁判所web までの判例に関す
る、筆者による整理として、拙稿「プロバイダの発信者情報開示義務（上）・（下）」群馬大学社会情報学部研究論集 18
巻 227 頁・243頁（2011年）参照。 
3  名古屋高判平成 20(2008)年 11 月 11日裁判所Web 原審：名古屋地判平成 20(2008)年 3月 28 日判時 2029号 89 頁 

















（２）原審 請求棄却  理由は以下の通り。 









































 Ⅱ 判旨  本件オークションでの売買契約の成立過程を次のように認定して、仲立人としての地
位を否定した。 
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4  例えば、久保田隆「本件判批」判評 607号 10 頁（判時 2045号 156 頁）は、エスクローや補償制度の充実について「裁
判所の判断が妥当であり、原告の主張はやや無理筋である」と評価した。花田容祐「本件判批」NBL931 号 57 頁も判旨
を支持する。池田秀敏「本件判批」信州大学法学論集 13号 221 頁は、安全性か利便性と経済性か等を利用者がコスト
の点から選択できる方式が望ましいと主張した。 













































【1-3】東京地判平成 30(2018)年 7月 25日D1-Law.com判例体系 ID29055261 





























































【2-2】東京地判平成 16(2004)年 4月 15日判時 1905号 55頁（原審 東京簡判平成 15(2003)年 10月 8日金判 1231
号 61頁） 
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【2-4】大阪地判平成 20(2008)年 6月 10日判タ 1290号 176 頁 
（事案）Ｘは、Yahoo!オークションに出品された米国産自動車シボレーサバーバン（本件車両）のページを見て、出品
者Ｙに電話で交渉して本件車両を 180 万円で購入した。本件車両に不具合が多く生じたためＸが調査したところ、走行







【2-5】東京地判平成 25(2013)年 3月 21日D1-Law.com判例体系 ID29027264 
（事案）Ｘは、インターネットオークションでＹ出品のエスプレッソマシン（以下「本件商品」という。）を落札し、
Ｙとの間で、本件商品を代金 29 万円で購入する売買契約（「本件契約」）を締結して、Ｙに本件商品の売買代金、送















 （１）無効、取消、解除等について  本件ソファの送付を受けた原告らは、直後に、本件ソファについて、穴があ
いている部分や薬品焼けのように見える傷がある部分があること、テカリや変色があること及びベタベタしたり異臭が
したりすることを指摘しており、本件ソファがＸ居宅に届いた時点で、本件ソファのうち 2人掛けソファの肘掛け面に
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介をしていることになる。……媒介を行う者には、媒介代理商（商法 46 条（筆者注：現 27条））、仲立人（543



























ビュー3号 21頁、24 頁（2004年） 



































457 頁、473 頁（勁草書房、2020 年） 
8  仲立契約の性質については、椿久美子「仲立・仲介・媒介契約」ＮＢＬ933号 65 頁（2010年）および同「『仲立・
仲介・媒介契約』と典型・非典型契約との関係」別冊ＮＢＬ142 号 140 頁（2013年）参照。 




































9  窪幸治「インターネットショッピングモール運営者の法的責任――取引環境整備義務について」総合政策 16巻 2 号
223 頁、225 頁（2015年） 


































10  長谷川貞之「市場のプラットフォーム化をめぐる契約上の諸問題」日本法学 85巻 4号 141頁、187 頁（2020年） 
11  ウィキペディア https://ja.wikipedia.org（2020 年 8 月 30日）  
12  知財高判平成 24年 2月 14 日判時 2161号 86 頁 


































13  生貝直人「判批」メディア判例百選第 2 版 241頁 
14  履行請求権については、椿寿夫「予約の機能・効力と履行請求権 1～4完」法時 67巻 10号 58 頁、11 号 40頁、12
号 56頁（以上、1995年）、70巻 2号 89頁（1998 年）、同「履行請求権（上）～（下の 2）」法時 69巻 1号 100 頁、2
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以下（有斐閣、2006 年）、同「履行請求権：契約責任の体系との関係で 1～3」月刊法学教室 441号 68頁、442号 78頁、
443号 86頁（2017年）等参照。 































































15  強行規定については、椿寿夫編著『民法における強行法・任意法』（日本評論社、2015 年）、近江幸治＝椿寿夫編著
『強行法・任意法の研究』（成文堂、2018 年）等参照。 
16  プロバイダ法 4条 1項 1号における権利侵害の「明白性」は、主に名誉侵害の場面を想定して、「違法性阻却事由の
不存在」を意味すると一般に解されている（立法担当者の解説に既に示されていた：総務省電気通信利用環境整備準備
室ほか『プロバイダ責任制限法』28 頁（2002年）。現在の説明として『プロバイダ責任制限法・発信者情報開示関係ガ
イドライン第 5 版』10 頁（2018年）等。なお、初期の下級審判例において、この解釈が登場して定着した経緯につき、
拙稿・注 2 所掲 233 頁以下参照）。 
17  発信者情報開示請求に関する判決をD1-Law.com判例体系で検索すると 1600 件以上がヒットする状況である。裁判
所web には 95 件（2020年 9月 24 日現在）が紹介されているが、平成 23(2011)年以降はほぼ知的財産裁判例である。 
18  町村泰貴「発信者情報開示請求権の法的性質」別冊NBL141号 144 頁（2012 年）は、プロバイダ法が実体法上の開
示請求権を「創設」したと解するが、不法行為法上の救済を実現するための当然の請求権を確認的に規定したと解すべ
きである。 
19  金山直樹「ネット販売におけるサイト運営者の責任」L&T42号 44頁（2009年）は、当時の補償内容の問題点を指
摘した。現在では改善された面もあるが、補償内容を検討すべき必要性に変わりはない。 

































拡大されている。全国銀行協会「預金等の不正な払戻しへの対応について」（平成 20(2008)年 2 月 19 日）。民法 478条
による債務者保護の枠組みと、預金者保護法および全銀協の補償内容との比較検討を踏まえて、「ネット取引における
補償と責任」のあり方が検討されることになると思われる。 
21  多角的法律関係については、椿寿夫「<多角>関係ないし<三角>関係について――取引法での一視点」法律時報 80
巻 8号 96頁（2008 年）（椿寿夫＝中舎寛樹編著『多角的法律関係の研究』3 頁（日本評論社、2012 年）所収）、椿寿夫
編著『三角・多角取引と民法法理の深化』別冊NBL161 号（2016 年）等参照。 
























  Ⅱ 当事者情報開示義務の要件  相手方の債務不履行や契約不適合といった正当理由に基づく
開示請求があれば、システム提供者に当事者情報開示義務が生じる。開示義務が生じる頻度は、補償
対応の現状と同程度になるだろう。 



































25  ネット上のシステムから生じる他の問題、例えば、銀行取引における預金者なりすましの問題に関する民法 478条
等に基づく責任と金融機関の補償との比較検討も必要になると考える（ただし、前記６(4)参照）。 
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